
諮問第   号 

 

   下水道使用料の徴収に関する処分に係る審査請求について 

 

 下水道使用料の徴収に関する処分について、次のとおり審査請求があったの

で、地方自治法第２２９条第２項の規定により諮問する。 

 

             令和元年 ６ 月１０日提出 

                川崎市長 福 田 紀 彦 

 

１ 審査請求人 

  ＊ ＊ ＊ ＊ 

２ 審査請求の年月日 

  平成３０年４月１４日 

３ 審査請求の趣旨 

  上下水道事業管理者による次の納入の通知に係る下水道使用料の徴収に関

する処分（以下「本件処分」という。）を取り消すとの裁決を求める。 

  納入通知書発行日  平成３０年１月２４日 

  金      額  ２，１６０円 

  納  入  事  由  平成２９年１２月分及び平成３０年１月分の下水道

使用料 

４ 審査請求の理由 

 ⑴ 審査請求人の住居の排水設備は、公共下水道への接続が確認されていな

いため、本件処分は違法である。 

 ⑵ 審査請求人は、公共下水道に下水を排除しておらず、公共下水道の使用
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の開始の届出をしていないことから、下水道法第２０条第１項に規定する

「公共下水道を使用する者」に該当しないため、本件処分は違法である。 

 

 

参考資料 

 

   事 件 の 概 要 

 

１ 平成２８年７月２５日、本市は、審査請求人の住居の排水設備について公

共下水道への接続の有無を調査し、公共下水道に接続されていることを確認

した。 

２ 平成３０年１月２４日、本市は、審査請求人に対し、平成２９年１２月分

及び平成３０年１月分の下水道使用料２，１６０円の納入の通知に係る徴収

に関する処分を行った。 

３ 本事件は、審査請求人の住居の排水設備について、公共下水道への接続が

確認されていないこと及び審査請求人は公共下水道に下水を排除しておらず、

公共下水道の使用の開始の届出をしていないことから、下水道法第２０条第

１項に規定する「公共下水道を使用する者」に該当しないことを理由として、

当該処分の取消しを求めるため、審査請求がなされたものである。 


